










要約: 1994 年 1 月に和歌山被虐待児症候群対策委員会が設置された以降に発生し、入院

した小児虐待症例 10 例について検討した。本委員会の発足後、関係機関との有機的連携

が好結果を生んだ例が増えネットワークの重要性が証明されたが、一方で、まだ初期対応

や機関連携の不十分な反省すべき例もみれらた。また、虐待が疑われた異常死体の司法解

剖を求めたことに対する警察の処置の問題、治療を拒否した親に対する緊急的な親権の停

止の必要性についてそれぞれ具体例を挙げ、現在の制度上の問題を指摘した。最後に今後

の地域システムの整備にむけて、広く関係機関、団体、個人の参加を得て県下のネットワ

ーク組織を強化すること、症例検討会など市町村保健婦の啓蒙活動を通じて虐待予防の対

策、技術を向上させること、さらにモデル地区を決めて健診対象児全員を追跡し、効果的

な予防活動の実践と検証を考えている。


